
別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（愛媛県　平成30年度）

メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力

交付金
都道
府県
費

市町村費 その他

(平成26年) (平成28年) (平成29年) (平成30年) (平成30年) (平成26年) (平成28年) (平成29年) (平成30年) (平成30年)

松山
市

えひめ
中央農
業協同
組合

果樹
（かん
きつ）

ブラン
ド産品
の全出
荷量に
占める
ブラン
ド品の
割合を
20.1ポ
イント
増加

49.9％

（ブラ
ンド品
の出荷
量
1,111.7
t/全出
荷量
2,227.4
t）

70.6％

（ブラ
ンド品
出の荷
量
1,830.8
t/全出
荷量
2,594.8
t）

61.7％

（ブラ
ンド品
の出荷
量
2,246.7
t/全出
荷量
3,643.5
t）

67.5％

（ブラ
ンド品
の出荷
量
2,545.3
t/全出
荷量
3,771.9
t）

70.0％

（ブラ
ンド品
の出荷
量
3,142.0
t/全出
荷量
4,489.0
t）

87.6%

ブランド
品の割合
が17.6ポ
イント増
加した

果樹
（かん
きつ）

全出荷
量に占
める果
樹産地
構造改
革計画
におけ
る振興
品種の
割合を
15.1ポ
イント
増加

41.4％

（振興
品種の
出荷量
3,095.2
t/全出
荷量
7,482.7
t）

53.6％

（振興
品種の
出荷量
3,395.9
t/全出
荷量
6,335.2
t）

56.9％

（振興
品種の
出荷量
5,113.3
t/全出
荷量
8,986.8
t）

57.5％

（振興
品種の
出荷量
5,123.6
t/全出
荷量
8,912.3
t）

56.5％

（振興
品種の
出荷量
6,070.8
t/全出
荷量
10,740.
0t）

106.6%

振興品種
割合が
16.1ポイ
ント増加
した

集出荷貯
蔵施設
　品質評
価機 一式

【年間処
理量
10,740
ｔ】

559,440,000 248,480,000 34,339,000 276,621,000 H28.11.25

　振興品種の出荷割合は計画どお
り高めることができた。一方でブ
ランド品の出荷割合は向上してい
るものの、近年の異常気象や昨年
の豪雨被害等で品質の低下があ
り、目標を下回った。今後も肥培
管理の徹底を図り、高品質・連年
安定生産するために果樹技術員の
園地巡回を実施し、ブランド品の
出荷割合増加を図る。
　また全出荷量については農業者
の高齢化・担い手不足により柑橘
総面積は減少傾向となっている。
新規就農研修センターの卒業生や
新規就農者が就農定着を図れるよ
う努め、出荷量の増加を目指す。
また、振興品種の愛果28号、甘平
等の面積は拡大傾向となってお
り、今後出荷量の増加が見込まれ
る。未結果園についても、早期成
園化を図り連年安定生産に努め
る。

　振興品種の出荷量の割合は成果
目標を達成している。
　しかし、ブランド産品の出荷量
に占める割合は計画時点より増加
しているものの豪雨災害等による
品質低下により、未達成となっ
た。
　今後は気象予測を踏まえた肥培
管理の徹底等を行うことで高品
質・連年安定生産に努めるよう指
導する。

(平成27年) (平成28年) (平成29年) (平成30年) (平成30年) (平成27年) (平成28年) (平成29年) (平成30年) (平成30年)

大洲
市

愛媛た
いき農
協

水稲

事業受益に係

る販売農家の

うち環境保全

型農業に取り

組む農業者の

割合を2.6ポ

イント増加

エコえひめ米

出荷者数（※

１）÷水稲苗

購入者数（※

２）

※１：環境保

全型農業の特

別栽培米出荷

者数

※２：受益に

係る販売農家

数

環境保
全型農
業者割
合

7.5%

(106人
/1,409
人)

環境保
全型農
業者割
合

7.6%

(103人
/1,358
人)

環境保
全型農
業者割
合

9.2%

(122人
/1,319
人)

環境保
全型農
業者割
合

11.5%

(143人
/1,244
人)

環境保
全型農
業者割
合

10.1%

(127人
/1,256
人)

153.9%

「エコえ
ひめ」特
別栽培米
出荷者数
が4.0ポ
イント増
加した。

水稲

事業実施地区

における高温

耐性品種の作

付割合を8.0

ポイント増加

（高温耐性品

種作付面積÷

受益面積）

受益面積：水

稲共済引受面

積

高温耐性米栽

培面積：高温

耐性米の水稲

共済引受面積

高温耐
性品種
の作付
割合

15.1％

(74.3ha
/492.8h
a)

高温耐
性品種
の作付
割合

15.4％

(75.4ha
/490.0h
a)

高温耐
性品種
の作付
割合

15.5％

(75.1ha
/483.3h
a)

高温耐
性品種
の作付
割合

15.3%

(73.5ha
/478.9h
a)

高温耐
性品種
の作付
割合

23.1％

(113.0h
a/490.0
ha)

2.5%

高温耐性
品種の米
（「にこ
まる」
「てんた
かく」）
作付面積
割合が
0.2ポイ
ント増加
した。

共同育苗
施設
　温湯消
毒装置一
式
　播種プ
ラント一
式
　自動灌
水装置１
台
（緑化室
レール自
走式）
　年間供
給箱数
88,200箱

66,570,768 30,819,000 0 6,164,000 29,587,768
平成29年
3月22日

本事業による温湯消毒設備の導入
により、環境保全型農業に取り組
む農業者の割合が向上し、成果目
標が達成できた。
一方で、高温耐性品種の作付割合
については、Ｈ29年産の高温耐性
品種（にこまる）収穫時期が天候
不順により適期収穫ができず刈取
遅れの圃場が多発したことで、Ｈ
30年産の品種転換予定を取り止め
たり、従前の品種に戻す生産者が
発生し成果目標が未達成となっ
た。
今後は、引き続き環境保全型農業
に取り組むとともに、目標達成に
向け、栽培講習会等を通じて高温
耐性品種への転換を推進すること
により、水稲の作付面積及び高温
耐性品種の作付面積の拡大を図
る。

平成30年度の環境保全型農業に取
り組む農業者割合の成果目標は達
成できたが、高温耐性品種の作付
割合については未達成となった。
これは、天候不順による刈取作業
の遅延から、目標年度の高温耐性
品種への転換中止等による作付面
積が減少したことが原因である。
目標達成するため、環境保全型農
業の継続及び高温耐性品種への転
換について、大口生産者への周知
及び栽培講習会等の実施を指導す
る。

87.7%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

事業実施主体の評価

３年後計画時 １年後

市町
村名

事業実
施主体
名

事業実施後の状況①

３年後１年後 ２年後 達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

都道府県の評価

２年後

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況② 負担区分（円）

成果目標
の具体的
な実績②

都道府県平均
達成率

　県平均達成率において目標を達成できなかった。
　評価対象である２事業それぞれに、１つの成果目標が未達成となったことから、引き続き関係機関と連携して目標達成に向けた支援・指導行う。

成果目
標の具
体的な
内容①

計画時

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成率目標値 目標値




